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平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

2,011 2,011 1,987 1,987 1,987

2,098

87

所管課による評価

　平成２７年度の確保方策は当初２，０１１名分と見込んでいたと
ころ、８７名上回り２，０９８名分となった。
　幼稚園型認定こども園等において、当初見込みよりも定員を増員
したことが要因である。

次年度以降の方向性

備考
※特定教育・保育施設の２号認定については「幼児期の教育の利用
希望が強い」のみの数値

単位：人

確保方策（①）
（平成２７年３月時点）

実績（②）
（平成２８年３月末時点）

②－①

実績の内容

　平成２７年度から開始した子ども・子育て支援新制度により、１
号認定児は幼稚園または認定こども園で、２号認定児は認可保育所
等または認定こども園で教育・保育されることとなった。
　幼稚園及び認定こども園について、平成２７年度においては、新
制度に移行しない幼稚園が７園、新制度の幼稚園型認定こども園が
１園であり、確保方策の実績は２，０９８名分となった。

東久留米市子ども・子育て支援事業計画　点検・評価シート

年度：平成２７年度

項目
【幼児期の教育・保育の提供体制の確保の内容】
１号認定及び２号認定（特定教育・保育施設、幼稚園）※

所管課 子育て支援課
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平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

1,057 1,115 1,168 1,168 1,168

1,055

△ 2

所管課による評価

次年度以降の方向性

備考
※特定教育・保育施設の２号認定については「幼児期の教育の利用
希望が強い」以外の数値

　平成２７年度の確保方策は当初１，０５７名と見込んでいたとこ
ろ、２名下回る１，０５５名分となった。
　認可外保育施設において保育ニーズの高い３歳未満児定員を拡大
し、３歳以上児定員を調整した定員変更が要因である。新規開設の
認可保育所があることから、前年度と比較し、定員全体は拡大して
いる。

単位：人

確保方策（①）
（平成２７年３月時点）

実績（②）
（平成２８年３月末時点）

②－①

実績の内容

 平成２７年度から開始した子ども・子育て支援新制度により、２
号認定児は認可保育所等または認定こども園で保育されることと
なった。また、認可外保育施設での保育も行われている。
　認可保育所・認可外保育施設における２号認定児に関し、平成２
７年度内の新規開設園は、認可保育所１園である。また認可外保育
施設において定員変更を行い、３歳以上児保育の確保方策の実績は
１，０５５名分となった。

東久留米市子ども・子育て支援事業計画　点検・評価シート

年度：平成２７年度

項目
【幼児期の教育・保育の提供体制の確保の内容】
２号認定（特定教育・保育施設、認可外保育所）※

所管課 子育て支援課
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平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

181 200 222 222 222

185

4

所管課による評価

次年度以降の方向性

備考

　平成２７年度の確保方策は当初１８１名と見込んでいたところ、
４名上回る１８５名分となった。
　保育需要の高まりから小規模保育施設を当初想定より１園増とし
た事業認可ができたこと、並びに、認可外保育施設において保育
ニーズを反映した柔軟な定員変更を実施したことが要因である。

単位：人

確保方策（①）
（平成２７年３月時点）

実績（②）
（平成２８年３月末時点）

②－①

実績の内容

　平成２７年度から開始した子ども・子育て支援新制度により、３
号認定児の保育の場として、認可保育所に加え、家庭的保育及び小
規模保育等の地域型保育が新たに事業認可されることとなった。ま
た、認可外保育施設での保育も行われている。
　平成２７年度内の新規開設園は、認可保育所１園、小規模保育施
設２園となり、併せて、認可外保育施設において定員変更を行い、
０歳児保育の確保方策の実績は１８５名分となった。

東久留米市子ども・子育て支援事業計画　点検・評価シート

年度：平成２７年度

項目
【幼児期の教育・保育の提供体制の確保の内容】
３号認定（０歳）
（特定教育・保育施設、特定地域型保育事業、認可外保育所）

所管課 子育て支援課
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平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

711 754 820 820 820

728

17

所管課による評価

次年度以降の方向性

備考

　平成２７年度の確保方策は当初７１１名と見込んでいたところ、
１７名上回る７２８名分となった。
　保育需要の高まりから小規模保育施設を当初想定より１園増とし
た事業認可ができたこと、並びに、認可外保育施設において保育
ニーズを反映した柔軟な定員変更を実施したことが要因である。

単位：人

確保方策（①）
（平成２７年３月時点）

実績（②）
（平成２８年３月末時点）

②－①

実績の内容

　平成２７年度から開始した子ども・子育て支援新制度により、３
号認定児の保育の場として、認可保育所に加え、家庭的保育及び小
規模保育等の地域型保育が新たに事業認可されることとなった。ま
た、認可外保育施設での保育も行われている。
　平成２７年度内の新規開設園は、認可保育所１園、小規模保育施
設２園となり、併せて、認可外保育施設において定員変更を行い、
１・２歳児保育の確保方策の実績は７２８名分となった。

東久留米市子ども・子育て支援事業計画　点検・評価シート

年度：平成２７年度

項目
【幼児期の教育・保育の提供体制の確保の内容】
３号認定（１・２歳）
（特定教育・保育施設、特定地域型保育事業、認可外保育所）

所管課 子育て支援課
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平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

1 1 1 1 1

1

0

東久留米市子ども・子育て支援事業計画　点検・評価シート

項目
【 子ども・子育て支援事業に関する事項】
（１）利用者支援に関する事業

年度：平成２７年度

子育て支援課

実績（②）
（平成２８年３月末時点）

②－①

平成27年7月から事業を開始し、子育て支援に関する情報収
集・提供を行い、必要に応じ相談・助言等を行っている。特
に、翌年度の保育所入所申請時を中心に情報提供（相談）を
行っており、個人的な相談ケースにも対応していた。また、
子育てミニガイドや子育て支援だよりの発行も実施してお
り、子育て支援事業等の利用希望者が、保育に関する施設や
事業を円滑に利用できるよう支援を実施する特定型として、
一定の機能を果たしている。

単位：か所

備考

主な活動は、子育て支援課窓口での保育所入所に係る案内
で、対応した相手の必要に応じ、相談・助言等を行った。ま
た、子育てミニガイドや子育て支援だよりの発行により子育
て関連情報の提供を行った。

事業開始：平成２７年７月

所管課

確保方策（①）
（平成２７年３月時点）

実績の内容

次年度以降の方向性

所管課による評価

情報提供（相談）件数：２９７件
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平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

1,086 1,163 1,308 1,308 1,308

1,086

0

所管課による評価

次年度以降の方向性

備考

　延長保育については、保護者の就労形態の多様化や通勤時間の増
加等の保育ニーズに対応できている。なお、２８年度からは、新た
に小規模保育施設２園が延長保育を開始している。

単位：人

確保方策（①）
（平成２７年３月時点）

実績（②）
（平成２８年３月末時点）

②－①

実績の内容

　延長保育における確保方策の実績については、平成２６年度以降
の新規開設園において予定どおり行っているため、見込どおり１，
０８６名分となった。
　なお、利用実績については、９１１名であった。

東久留米市子ども・子育て支援事業計画　点検・評価シート

年度：平成２７年度

項目
【 子ども・子育て支援事業に関する事項】
（２）時間外保育事業（延長保育事業）

所管課 子育て支援課
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平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

730 730 730 730 730

730

0

所管課による評価

次年度以降の方向性

備考

保護者が出産や病気等の理由により、家庭において養育を受
けることが一時的に困難になった子どもを、市が委託する児
童養護施設等に預けられ、宿泊も可能であり必要な保護を行
うことができることから、必要度の高い事業となっている。

単位：人日

確保方策（①）
（平成２７年３月時点）

実績（②）
（平成２８年３月末時点）

②－①

実績の内容

保護者が出産や病気等で、子どもの養育が一時的に困難に
なったとき、児童養護施設に子どもを預けることで、その家
庭への養育支援を行う。平成２７年度は、２８５件の利用が
あった。

東久留米市子ども・子育て支援事業計画　点検・評価シート

年度：平成２７年度

項目
【 子ども・子育て支援事業に関する事項】
（３）子育て短期支援事業（ショートステイ）

所管課 児童青少年課
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所管課による評価

次年度以降の方向性

備考

訪問率は昨年度より増加している。産後うつ・虐待・育児困
難等、問題が多様化しているケースが多く、乳児家庭全戸訪
問を行うことにより、状況把握や早期からの見守り・支援に
つながっている。
未熟児・病児等で入院が長期に及んだり長期の里帰り出産等
で訪問が実施できないケースが一定数いるため、訪問率
100%達成は難しい状況である。

確保方策
（平成２７年３月時点）

実績

東久留米市子ども・子育て支援事業計画　点検・評価シート

年度：平成２７年度

項目

所管課

保健師又は助産師が生後4か月までの乳児のいる家庭を訪問
し、親子の心身の状況及び養育環境の把握並びに育児等に関
する助言を行った。
①訪問対象者数：874人　②訪問数：856件
訪問率（②／①）97.9%

実施体制：15人（常勤保健師10人、委託助産師5人）
実施機関：福祉保健部健康課
委託団体等：東久留米市助産師会

【 子ども・子育て支援事業に関する事項】
（４）乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業等）

健康課
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所管課による評価

次年度以降の方向性

備考

育児不安の解消や養育技術の提供等のため、母子保健活動や
乳児家庭全戸訪問事業等と連携しながら、育児相談、指導、
助言等の支援を行っている。

確保方策
（平成２７年３月時点）

実績

東久留米市子ども・子育て支援事業計画　点検・評価シート

年度：平成２７年度

項目

所管課

実施体制：子ども家庭支援センター職員
実施機関：東久留米市子ども家庭支援センター

【 子ども・子育て支援事業に関する事項】
（５）養育支援訪問事業及び要保護児童対策地域協議会
　　　その他の者による要保護児童等に対する支援に資する
　　　事業

児童青少年課

家庭における安定した養育が実施できるよう、養育について
支援が必要な家庭に対し、訪問による具体的な育児に関する
相談、指導、助言その他必要な支援を行いつつ、必要に応じ
て養育支援ヘルパーの派遣（９１件／年）を行った。また、
要保護児童対策地域協議会実務者会議は年４回、要保護児童
対策地域協議会代表者会議は年１回開催した。
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平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

2 2 2 2 2

2

0

所管課による評価

次年度以降の方向性

備考

子育て中の親子交流、親にとっての学び・情報交換の場、子
育ての相談の場として、気軽に利用ができ、地域全体で子育
てする場となっており、必要性の高い事業となっている。

単位：か所

確保方策（①）
（平成２７年３月時点）

実績（②）
（平成２８年３月末時点）

②－①

実績の内容

地域子ども家庭支援センター上の原や地域子育て支援セン
ターはこぶね館で、小学校就学前の児童とその保護者が集ま
り、一緒に遊びながら交流するふれあいの場を提供するとと
もに、子育てに役立つ情報をお知らせするほか、子育てに関
する悩みについての相談を行った。
【施設利用者数】
地域子ども家庭支援センター上の原　9,047件
地域子育て支援センターはこぶね館　2,022件

東久留米市子ども・子育て支援事業計画　点検・評価シート

年度：平成２７年度

項目
【 子ども・子育て支援事業に関する事項】
（６）地域子育て支援拠点事業

所管課 児童青少年課
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平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

880 880 880 880 880

920

40

所管課による評価

次年度以降の方向性

備考

　病気の回復前または病気回復期であるが集団保育が困難な時期に
保育を行うことで、保護者の子育てと就労の両立を支援するととも
に、児童の健全な育成に寄与しており、十分な確保ができている。

単位：人日

確保方策（①）
（平成２７年３月時点）

実績（②）
（平成２８年３月末時点）

②－①

実績の内容

　病児保育における確保方策の実績は、開所日数の実績により９２
０名分となった。
　なお、利用実績については下記のとおり。
　　開所日数　　　２３０日
　　一日利用　　　１７９人
　　半日利用　　　　１７人

東久留米市子ども・子育て支援事業計画　点検・評価シート

年度：平成２７年度

項目
【 子ども・子育て支援事業に関する事項】
（７）病児保育事業（病児・病後児保育事業）

所管課 子育て支援課
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平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

1,653 2,239 2,981 3,905 5,035

1,426

△ 227

所管課による評価

次年度以降の方向性

備考

サポート会員及び両方会員の合計（２１４人）が計画（２４
８人）を下回る結果となった。
事業説明会を年間２３回実施し、ファミリー会員は増加傾向
にあるが、サポート会員及び両方会員については、ほぼ横ば
いの状態である。

単位：人日

確保方策（①）
（平成２７年３月時点）

実績（②）
（平成２８年３月末時点）

②－①

実績の内容

確保方策実績１，４２６人日
計算式（サポート会員２０７人+両方会員７人）×１人当たり
の年間活動件数２０件（仮定値）×１／３（仮定値）
平成２７年度活動実績
・活動依頼件数 ４，２４８件
・活動件数 ３，５０１件
・ファミリー会員からのキャンセル　５６１件
・利用の調整がつかなかったケース　１８６件

東久留米市子ども・子育て支援事業計画　点検・評価シート

年度：平成２７年度

項目
【 子ども・子育て支援事業に関する事項】
（８）子育て援助活動支援事業
　　　（ファミリー・サポート・センター事業）

所管課 児童青少年課
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平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

64,766 68,574 72,382 72,382 72,382

67,691

2,925

所管課による評価

次年度以降の方向性

備考

　幼稚園及び認定こども園における預かり保育または一時預かり
は、原則として当該在籍園児を対象として、教育時間の前後または
休業日に行われている。これらは、幼稚園・認定こども園を希望す
る就労等をしている保護者のニーズにも応えるものであり、各園の
取り組みにより、十分な量を確保することができた。

単位：人日

確保方策（①）
（平成２７年３月時点）

実績（②）
（平成２８年３月末時点）

②－①

実績の内容

　幼稚園及び認定こども園における預かり保育または一時預かりの
確保方策の実績については、各園の取り組みにより、６７，６９１
名分となった。
　なお、利用実績については下記のとおり。
　　私立幼稚園　　７園　　４１，０９９人
　　認定こども園　１園　　　５，８４６人

東久留米市子ども・子育て支援事業計画　点検・評価シート

年度：平成２７年度

項目
【 子ども・子育て支援事業に関する事項】
（９）一時預かり事業　①一時預かり事業
（幼稚園や認定こども園における在園児対象の一時預かり（預かり保育含む））

所管課 子育て支援課
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平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

18,300 23,180 38,064 42,944 42,944

17,080

△ 1,220

3,307 4,477 5,963 7,811 10,069

2,852

△ 455

実績の内容

（子育て支援課）
　一時預かりの確保方策の実績については、利用者数の実績に合わ
せて定員を調整した園があったことから、１７，０８０名分となっ
た。
　なお、利用実績については、１３，２４５名であった。

（児童青少年課）
確保方策実績２，８５２人日
計算式（サポート会員２０７人+両方会員７人）×１人当たりの年
間活動件数２０件（仮定値）×２／３（仮定値）
平成２７年度活動実績
・活動依頼件数 ４，２４８件
・活動件数 ３，５０１件
・ファミリー会員からのキャンセル　５６１件
・利用の調整がつかなかったケース　１８６件

確保方策（①）
（平成２７年３月時点）

実績（②）
（平成２８年３月末時点）

②－①

一時預
かり事

業
（在園児対
象型を除

く）

ファミ
リー・
サポー
ト・セ
ンター

（就学前児
童）

確保方策（①）
（平成２７年３月時点）

実績（②）
（平成２８年３月末時点）

②－①

単位：人日

東久留米市子ども・子育て支援事業計画　点検・評価シート

年度：平成２７年度

項目
【 子ども・子育て支援事業に関する事項】
（９）一時預かり事業　②一時預かり事業（①以外）

所管課
子育て支援課
児童青少年課
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所管課による評価

（子育て支援課）
　就労の有無等の保育要件に関わりなく全ての子育て家庭が利用で
きる一時預かり事業は、保護者の傷病・入院等への対応や育児等に
伴う心理的・肉体的負担軽減等のために必要な事業である。実績は
確保方策を下回っており、引き続き、供給量を確保していく必要が
ある。

（児童青少年課）
　サポート会員及び両方会員の合計（２１４人）が計画（２４８
人）を下回る結果となった。
事業説明会を年間２３回実施し、ファミリー会員は増加傾向にある
が、サポート会員及び両方会員については、ほぼ横ばいの状態であ
る。

今後の方向性

備考

15



次年度以降の方向性

備考

確保方策
（平成２７年３月時点）

実績

妊婦健康受診票14回分と超音波検査1回分を発行し、都内委託医療
機関にて妊婦健診を実施。さらに里帰り等都外医療機関及び助産所
での健康診査受診者に対して助成を行い、妊婦健康診査の充実を
図っている。　妊婦健診票配布件数：896件×15回分（13,440
回）、妊婦健診受診回数合計：10,446回
妊娠届出後の転出、流早産等により妊婦健診票を使用できない妊婦
が一定数いるため、正確な受診率の把握は困難。一度も妊婦健診を
受けないまま出産に至ったケースはなかった。

実施場所：委託医療機関
実施時期：通年実施
実施体制：個別
検査項目：国が定める基本的な妊婦健診項目
（体重・血圧・尿・血液検査　他）

東久留米市子ども・子育て支援事業計画　点検・評価シート

年度：平成２７年度

項目

所管課

【 子ども・子育て支援事業に関する事項】
（１０）妊婦に対して健康診査を実施する事業（妊婦健診）

健康課
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所管課による評価

平成２７年度は全地区において、確保方策＝実績となり、不
足は発生していない状態である。ただし、平成２８年３月時
点で待機児童が発生している地区があるため、今後、弾力化
による受入・特別教室等の活用等を検討及び実施していかな
ければならない。

次年度以降の方向性

備考

確保方策（①）
（平成２７年３月時点）

実績（②）
（平成２８年３月末時点）

②－①

実績の内容

放課後児童健全育成事業（学童保育）の平成２７年度の実績
は全地区において、確保方策の件数と実績の件数がイコール
となっており、不足は発生していない状態である。なお、放
課後児童健全育成事業（学童保育）の全地区合計の実績は
１，０４０人である。

地区別内訳参照

東久留米市子ども・子育て支援事業計画　点検・評価シート

年度：平成２７年度

項目
【 子ども・子育て支援事業に関する事項】
（１１）放課後児童健全育成事業（学童保育）

所管課 児童青少年課
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【地区別内訳】

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

100 100 100 100 100

100

0

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

120 120 120 120 120

120

0

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

100 100 100 100 100

100

0

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

100 100 130 130 130

100

0

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

60 60 90 90 90

60

0

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

110 110 110 110 110

110

0

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

90 120 120 120 120

90

0

第二小地区

確保方策（①）

実績（②）

②－①

第三小地区

単位：人

確保方策（①）

実績（②）

②－①

実績（②）

②－①

第六小地区

確保方策（①）

実績（②）

確保方策（①）

実績（②）

②－①

第五小地区

確保方策（①）

確保方策（①）

実績（②）

②－①

第一小地区

第九小地区

②－①

第七小地区

確保方策（①）

実績（②）

②－①
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平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

80 80 80 80 80

80

0

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

60 60 90 90 90

60

0

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

45 45 75 75 75

45

0

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

70 70 100 100 100

70

0

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

60 60 60 60 60

60

0

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

45 45 45 45 45

45

0

第十小地区

確保方策（①）

実績（②）

②－①

小山小地区

確保方策（①）

②－①

本村小地区

確保方策（①）

実績（②）

②－①

神宝小地区

確保方策（①）

実績（②）

②－①

②－①

単位：人

実績（②）

②－①

下里小地区

確保方策（①）

実績（②）

南町小地区

確保方策（①）

実績（②）
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次年度以降の方向性

備考

実績

所管課による評価

　低所得者で生計が困難である世帯の子どもが、特定教育・保育の
提供を受けた場合において、当該支給認定保護者が支払うべき費用
等の一部を補助することにより、保護者の負担を軽減するものであ
る。
　平成２７年度利用実績　３名

　低所得者世帯の児童の教育・保育の利用が図られるよう、当該事
業によって保護者の負担は一定程度軽減されている。

東久留米市子ども・子育て支援事業計画　点検・評価シート

年度：平成２７年度

項目
【 子ども・子育て支援事業に関する事項】
（１２）実費徴収に係る補足給付を行う事業

所管課 子育て支援課
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実績
　平成27年度については、所管課において、事業者に対する
支援等を実施した。

次年度以降の方向性

備考

所管課による評価

　子ども・子育て支援新制度開始以前については、幼稚園や
保育所等からの相談は、所管課にて受付、手続きに係る支援
や助言を行ってきた。平成27年度からの新規事業である本事
業についても、同様の対応を行うことで充足するものと考え
ている。

東久留米市子ども・子育て支援事業計画　点検・評価シート

年度：平成２７年度

項目
【 子ども・子育て支援事業に関する事項】
（１３）多様な主体が子ども・子育て支援新制度に参入する
　　　　ことを促進するための事業

所管課 子育て支援課
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